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 目標信頼性指標については，考慮する事象が単一の破

壊モードである場合には，現行設計法が担保する平均信

頼性指標がそのまま目標値となる．しかしながら，本問

題のように，事象が複数破壊モードの和事象で定義され

る直列システムの場合には，表-8に示したシステム信頼

性指標の平均値βT_sysをそのまま目標値βTとすることは

適切ではないと考えられる．なぜなら，仮に各モードの

信頼性指標がβT_sysを満足するように設計したとしても，

設計結果が保有するシステム信頼性指標は，必ずβT_sysを

下回るからである．そのため，本研究では，吉岡ら18) に

よる方法にならい，まず，FORMによりβT_sysを満足する

断面を決定して，その断面における各モードの信頼性指

標のうちから最小値を抽出した．さらに，これを全事例

について平均して式(29)に用いる目標値βTとした．この

方法により得られた信頼性指標は2.46となり，βT_sysより

も若干高い値となっている． 

 
（2）感度係数 

感度係数は，吉岡ら18) による方法にならい，各破壊モ

ード別にβT を満足する断面をまず決定し，その断面にお

ける感度係数を全事例について平均した値を用いること

とした． 

図-12は，この方法によって算出した感度係数の全事例

についての平均値を示したものである．また図-13には，

比較のため一般的な５形式の防波堤に関する感度係数18) 

を示している．これらによると，消波ブロック被覆上部

斜面堤は，他の形式と比較して，水平波力・揚圧力，お

よび上載荷重の感度が低いことがわかる．消波ブロック

被覆上部斜面堤は，消波ブロックの被覆効果により揚圧

力が低減され，斜面部に作用する鉛直下向波力と打ち消

し合う傾向にある．これに伴い，式(19a)における波力に

関する偏微分項の値が小さくなることが要因と考えられ

る．また，上載荷重の感度係数は水平波力との相関を考

慮（式(21)参照）しているが，同様の理由により相関係

数が小さくなり，これに伴い感度係数も小さくなってい

るものと考えられる． 

 

 5.2 部分係数の算出 

（1）部分係数の提案 

以上の検討により得られた目標信頼性指標βT および各

設計因子の確率分布（表-4，表-6），感度係数（図-12）

を用い，式(29)によって算出した部分係数を表-9 に示す．

さらに，レベル１信頼性設計法の安全性照査式を以下に

示す． 
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図-12 感度係数分布（全事例平均，消波ブロック被覆上部斜面堤） 
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a) ケーソン式混成堤 

 （βT =2.40） 
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b) 消波ブロック被覆堤 

 （βT =2.40） 

c) 上部斜面堤 

 （βT =2.24） 

d) 直立消波ブロック堤 

 （βT =2.12） 

e) 消波ケーソン堤 

 （βT =2.10） 

図-13 感度係数分布（全事例平均，吉岡ら 18)による５形式） 



国総研資料 No.350 

- 13 - 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-9 消波ブロック被覆上部斜面堤の部分係数 

※）水深変化緩／急：海底勾配 1/30 未満／以上 

※）rwl：既往最高潮位（H.H.W.L.）とさく望平均満潮位（H.W.L.）の比 

※）水平波力・揚圧力，上載荷重の確率分布（B，V ）は，表-4 及び表-6 をもとに算出した値 

※）α：感度係数，B：平均値の偏り（平均値/特性値），V：変動係数 

※）表中の上載荷重 q，および上載荷重載荷幅 2b’の部分係数の取り扱いは「港湾の施設に関する

技術上の基準・同解説 付属書 5)（以下，付属書と略記）」と異なるため，以下に示す付属

書記載の取り扱いを優先されたい． 

・付属書において上載荷重 q の部分係数は，平均値に対する値が示されている（他の形式の防

波堤について）．これに準じた場合，表-9 に示す上載荷重の部分係数（0.45）は 0.98 となる．

また，上載荷重載荷幅 2b’の平均値の算出に関しては，表-9 に示す部分係数を使用せず，各

設計因子の平均値の偏りを用いて，直接，平均値を算出する方法を標準としている． 

γ α B V

0.74 0.812 1.060 0.150
水深変化緩 0.93 0.737 0.187
水深変化急 1.04 0.813 0.201
r wl＝1.5 1.03 1.000 0.200
r wl＝2.0, 2.5 1.05 1.000 0.400
H.H.W.L. 1.00 ‐ ‐

自重 W RC 鉄筋コンクリート 0.98 0.025 0.980 0.020
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ここに， 

 γ ：添字の設計因子に対する部分係数 

 添字 k,d：それぞれ特性値および設計用値 

 Ff ：耐力の設計用値と作用効果の設計用値の比を示

す補助パラメータ 

 ρw ：海水の密度（kg/m3） 

 g ：重力加速度（m/s2） 

 wl ：潮位（m） 

 h ：水深（m） 

 BC   ：堤体幅（m） 

その他の記号については，式(22)～式(24)と同一である． 

 

また，式(33)は，ケーソンがフーチングを有しない場

合の浮力設計用値の算定式である．ここで，水平波力・

揚圧力に対する部分係数に1.0を下回る値があるのは，表

-4および表-6より得られる波力の平均値の偏りBが，1.0

を大きく下回っているためである． 

支持力安全性照査式(32)におけるFf は，簡易ビショッ

プ法による収束計算において，抵抗モーメントが起動モ

ーメントを上回ることを確認するための補助パラメータ

である．また，上載荷重の特性値 qkは，波力，浮力およ

び堤体重量の部分係数を用いない特性値をもとに計算さ

れる値であることに注意を要する．さらに上載荷重載荷

幅2b’（等分布荷重に換算した上での載荷幅）に対する部

分係数は，その特性値を平均値に変換するための係数で

ある． 

また，4.1 で述べたとおり，支持力信頼性指標の計算

においては，簡易ビショップ法による性能関数自体に内

在する安全性の余裕度を考慮するため，水平波力を作用

させる位置をマウンド上面ではなく水平波圧の重心位置

としている．しかしながら，レベル１設計において水平

波力の作用位置を波圧の重心位置に変更することは，設

計者の便を考えると得策ではない．そこで，レベル１設

計における支持力安全性照査においては，この点を考慮

するために構造解析係数に相当するγa を導入する 18)．γa

の決定方法は，次に述べる目標システム破壊確率に対す

る分散最小案とする．消波ブロック被覆上部斜面堤のγa

は 0.81 となり，起動モーメントの設計用値を減ずる結果

となった． 

通常，部分係数の最適案の判定は式(34) によって行う．

すなわち，目標システム破壊確率 PfTとレベル１設計結果

が保有するシステム破壊確率 PfL1 の分散が最小となる案

を最適案として採用する． 

 

( )2

1,
1

1 min
n

fT fL i
i

P P
n =

− →∑        (34) 

式(29) に用いるβT を変化させた場合の式(34) による判

定結果を図-14 に示す．5.1 で定めた目標信頼性指標βT 

=2.46 において，目標値に対する分散が最小となっており，

今回構築した部分係数のキャリブレーションが適切にな

されていると判断できる． 

図-15 は，レベル１設計法と現行設計法が保有するシ

ステム信頼性指標のばらつきを比較したものである．レ

ベル１設計法によるシステム信頼性指標のばらつきは，

現行設計に比較して極めて小さくなっていることがわか

る．また，平均値は 2.39 であり，目標値 2.38 とほぼ同じ

値を示している．図-16 にレベル１設計法と現行設計法

による設計結果の堤体重量比（レベル１設計／現行設

計）のヒストグラムを示す．堤体重量比は 80％～100％

程度に分布しており，平均値は 97%である．これは，レ

ベル１設計法の適用により現行設計法と同程度のコスト，

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-14 最適案の判定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-15 システム信頼性指標のばらつき 
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もしくは若干のコスト縮減となることを示している．  

以上のことから，本研究で提案した部分係数を用いれ

ば，現行設計法と比較して同程度のコスト，もしくは若

干のコスト縮減となり，かつ，過度に安全もしくは過度

に危険な施設が減少し，合理的な設計が可能となるとい

える． 

 

6. 簡便な方法による部分係数の算出 
 

 これまでの検討のように，部分係数を算出するために

は，多数の建設事例に基づく信頼性の評価によって，部

分係数のキャリブレーションを実施する必要がある．し

かし，この作業は容易ではなく，レベル1設計法を用いる

設計者にこれを強いるのは現実的ではない．そこで，本

章では，信頼性解析を実施することなく，簡便に，複数

の構造的特徴を有する重力式防波堤の部分係数を算出す

る方法について検討を行う．検討対象は，これまでと同

様に，消波ブロック被覆上部斜面堤とし，前章で求めた

部分係数（以下，Targetと称す）との比較検討を行う． 

 

 6.1 部分係数の算出方法 

下記の方法で部分係数を簡便に算出する（以下，簡便

法と称す）．①それぞれの特性を個別に有する防波堤（本

研究の場合，消波ブロック被覆堤もしくは上部斜面堤）

いずれかの部分係数をベースとする．なお，ベースとす

る形式は，波力算定式推定精度が，目的とする形式（本

研究の場合，消波ブロック被覆上部斜面堤）の波力算定

式推定精度と最も近い形式とする．②感度の高い（信頼

性指標に及ぼす影響が大きい）波力についてのみ，平均

値の偏り，変動係数を，目的とする形式（本研究の場合，

消波ブロック被覆上部斜面堤）の波力算定式推定精度を

用いて修正する． 

 

6.2 部分係数の算出 

表-4より，消波ブロック被覆上部斜面堤の波力算定式

推定精度は，上部斜面堤より消波ブロック被覆堤に近い

ため，消波ブロック被覆堤の部分係数18)をベースとする．

波力の平均値の偏り，変動係数は，消波ブロック被覆堤

とケーソン式混成堤の波力推定精度18) および，表-2に示

す上部斜面堤の波力補正係数の推定精度を用いて，2.2

に示す方法と同様にして算出した．簡便法により算出し

た部分係数を表-10に示す．同表には比較のためTargetの

値も併記している． 

 

 6.3 設計結果の比較検討 

簡便法による部分係数を用いてレベル1設計を行い，設

計断面が保有しているシステム信頼性指標をTargetと比

較して図-17に示す．簡便法によるシステム信頼性指標は，

平均的にはTargetと同程度の値となっているが，ばらつき

が大きく，システム信頼性指標が3.0以上の大きな値を示

すケースがある． 

システム信頼性指標が比較的大きな値を示すケースは

全て基礎の支持力により断面が決定しており，この場合

のシステム信頼性指標の平均値，標準偏差は，μ = 2.49，

 σ = 0.24であり，平均値，標準偏差ともTargetと比較して

大きい．この要因として，簡便法では構造解析係数γa を

適切に評価できない（現行の基礎の支持力の照査式が保

有する安全性の余裕度を評価できない）ことが考えられ

る．本検討の場合，Targetのγa = 0.81に対して，簡便法で

は便宜的に，ベースとなる消波ブロック被覆堤のγa = 1.00

を用いている（表−10参照）．これにより，簡便法では基

礎の支持力の照査が厳しくなり，堤体幅が増加し，結果

としてシステム信頼性指標が大きくなっているものと考

えられる． 

一方，滑動が主要な破壊モードとなるケースに関して

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-16 堤体重量比の分布 
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はμ = 2.33， σ = 0.02となり，システム信頼性指標のばら

つきは非常に小さく，平均値はTargetより若干小さい値と

なった．また，今回の検討では転倒が主要な破壊モード

となるケースはなかったが，表−10に示す部分係数の値か

ら判断すると，滑動と同様に，システム信頼性指標は

Targetと比較して若干小さめになると考えられる． 

 

7． まとめ 

 

①本研究では，消波ブロック被覆上部斜面堤を例にとり，

複数の構造的特徴を有する重力式防波堤の波力算定式

推定精度を，その特徴を個別に有する防波堤の波力算

定式推定精度を用いて評価する方法を示した． 

②評価した消波ブロック被覆上部斜面堤の波力算定式を

用いて信頼性解析を行い，消波ブロック被覆上部斜面

堤の部分係数を算出した．算出した部分係数を用いて

レベル1信頼性設計を行えば，現行設計と同程度のコス

ト，もしくは若干のコスト削減となり，かつ，過度に

安全もしくは過度に危険な施設が減少し，合理的な設

計が可能あることを示した． 

③信頼性解析を実施することなく簡便に部分係数を算出

する方法（簡便法）について検討を行った．簡便法で

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-10 簡便法による消波ブロック被覆上部斜面堤の部分係数 

※）水深変化緩／急：海底勾配 1/30 未満／以上 

ベースとした形式の値を変更した箇所 

※）rwl：既往最高潮位（H.H.W.L.）とさく望平均満潮位（H.W.L.）の比 

※）α：感度係数，B：平均値の偏り（平均値/特性値），V：変動係数 

γ α B V γ α B V

0.74 0.812 1.060 0.150 0.77 0.750 1.060 0.150
水深変化緩 0.93 0.737 0.187 0.92 0.730 0.170
水深変化急 1.04 0.813 0.201 1.05 0.810 0.190
r wl ＝1.5 1.03 1.000 0.200 1.04 1.000 0.200
r wl ＝2.0, 2.5 1.05 1.000 0.400 1.08 1.000 0.400
H.H.W.L. 1.00 ‐ ‐ 1.00 ‐ ‐

自重 W RC 鉄筋コンクリート 0.98 0.025 0.980 0.020 0.98 0.030 0.980 0.020
W NC 無筋コンクリート 1.02 0.031 1.020 0.020 1.02 0.031 1.020 0.020
W SAND 中詰砂 1.01 0.124 1.020 0.040 1.01 0.150 1.020 0.040

水深変化緩 1.06 0.737 0.187 1.02 0.730 0.170
水深変化急 1.20 0.813 0.201 1.17 0.810 0.190
r wl ＝1.5 1.06 1.000 0.200 1.06 1.000 0.200
r wl ＝2.0, 2.5 1.11 1.000 0.400 1.13 1.000 0.400
H.H.W.L. 1.00 ‐ ‐ 1.00 ‐ ‐

自重 W RC W RC 0.98 0.053 0.980 0.020 0.98 0.050 0.980 0.020
W NC W NC 1.02 0.058 1.020 0.020 1.02 0.054 1.020 0.020
W SAND W SAND 1.00 0.254 1.020 0.040 1.00 0.248 1.020 0.040

水深変化緩 1.02 0.737 0.187 0.98 0.730 0.170
水深変化急 1.15 0.813 0.201 1.12 0.810 0.190

0.45 0.098 0.459 0.036 0.93 0.525 0.367 0.058
2.34 - - - 3.25 - - -

1.00 0.048 1.000 0.030 1.00 0.047 1.000 0.030
0.94 0.373 1.000 0.066 0.95 0.353 1.000 0.061
0.99 0.080 1.000 0.066 0.99 0.112 1.000 0.061
0.81 - - - 1.00 - - -

水平波力 P H

揚圧力 P U

潮位 wl

水平波力 P H

揚圧力 P U
-0.826

-0.566

-0.055

-0.957

-0.113

目標システム信頼性指標β T

転
　
倒

上載荷重　 q基
礎
の
支
持
力

構造解析係数　 γ a

分割片重量　w'
tanφ′

粘着力　 c'

-0.962

-0.133

-0.842

上載荷重載荷幅　 2b'

(0.0087)
(2.40)

-0.636
水平波力 P H

揚圧力 P U

目標システム破壊確率P f T

γ 計算に用いる目標信頼性指標β T

0.0087
2.46

摩擦係数　f

Target 簡便法
(消波ﾌﾞﾛｯｸ被覆堤ﾍﾞｰｽ)

2.38 (2.38)

滑
　
動

-0.081潮位 wl
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は構造解析係数γa が適切に評価できない（現行の基礎

の支持力の照査式が保有する安全性の余裕度を評価で

きない）ため，信頼性解析を実施して求めた部分係数

による設計結果と比較して，システム信頼性指標が大

きく算出されるケースがある．一方，滑動については，

システム信頼性指標の平均値が若干小さくなったが，

そのばらつきは僅かであった．このことから，滑動が

主要な破壊モードとなる事例においては，簡便法で求

めた部分係数を用いた場合も，十分合理的な設計が可

能であると考えられる． 

（2006年11月17日受付） 
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付録A 検討対象施設の設計条件・設計結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※）堤体幅BC：フーチングを含まないケーソン幅 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※）ケースNo.39～41以外はケーソン式混成堤の設計条件を適用 

表-A.1 各ケースの設計条件・設計結果 

No.
設計波高

(H D )
有義波高

(H 1/3 )
周期
(T )

入射角
(β)

海底勾配 設計潮位
(wl )

摩擦係数
(f )

前面水深
(h )

設置水深
(h' )

港外側
ﾏｳﾝﾄﾞ肩幅

(BM 1)

港内側
ﾏｳﾝﾄﾞ肩幅

(BM 2)

上部工
天端高
(C T )

現行設計
堤体幅

(B C_Current )

ﾚﾍﾞﾙ1設計
堤体幅

(B C_Level1 )

m m s ° － m － m m m m m m m

1 13.4 7.5 13.5 15 0.0077 0.5 0.75 21 16 10.6 12.5 8 14.2 12.01

2 16.68 9.4 14 10.3 0.01 0.5 0.75 21.5 17 12.6 9 9.9 18.3 15.26

3 14.05 9.8 14 0 0.009 0.5 0.75 17.5 13.5 11.5 7 10.3 16.4 13.53

4 12.5 7.1 13.5 0 0.008 0.7 0.6 21 16 12.5 27 7.8 12.9 13.53

5 6.73 3.74 14 20 0.005 0.5 0.6 13 8.5 9 6 4.24 8.05 8.43

6 13.07 8.5 13.5 25 0.013 0.5 0.75 16 13 7 13 9 12.4 10.63

7 14.3 8 13 7 0.014 1.5 0.6 22 16.5 8 7 9.5 16.35 16.44

8 14.3 8 13 0 0.005 1.4 0.6 27.5 18.5 33 43 9.4 15.3 15.08

9 13.3 7.4 13 0 0.005 1.4 0.6 26.5 16.5 28 33 8.8 15.85 16.63

10 13.3 7.4 11 0 0.023 0.4 0.6 14.7 12.5 13.5 11 7.8 12.7 13.34

11 14.36 8 14 7 0.002 1.4 0.6 23.2 16.5 10 7 9.4 19.1 19.97

12 6.4 3.5 13 23 0.01 1.5 0.6 12.7 9.5 10 9 5 8.45 8.84

13 5.9 3.3 7 0 0.01 0.8 0.6 19.5 10.7 6.5 8 4.1 6.25 5.57

14 5.94 3.3 7 5.5 0.01 0.8 0.6 19.5 10.7 6.5 8 4.1 6.35 5.62

15 5.9 3.3 7 0 0.01 0.8 0.6 19.5 10.7 6.5 8 4.1 5.9 5.64

16 9.6 5.5 12 12 0.009 1.6 0.6 13.1 10.5 12 6 7.1 10.6 10.93

17 13 8.4 12.5 0 0.01 1.3 0.75 18.5 13 15.8 9.5 9.7 13.55 11.12

18 13 8.4 13.5 0 0.02 3.5 0.6 13.5 10 15.5 9.5 11.9 13 13.66

19 13.05 8.5 14 0 0.01 0.9 0.75 14.5 12 11 14.09 9.4 12.85 10.84

20 13.05 8.5 14 0 0.01 0.9 0.75 15.6 12 15.6 8.9 9.4 14.25 11.78

21 13.05 8.5 14 0 0.01 0.9 0.75 17 13 15.6 9.5 9.4 13.75 11.54

22 8.64 4.8 10.8 30 0.01 1.67 0.6 12 9 7.5 4 6.47 8.1 8.38

23 4.95 2.8 5.9 30 0.005 2.2 0.6 17.2 10 6.5 5 5 4.55 4.24

24 4.1 2.3 7.5 43 0.004 2.1 0.6 12.6 9 11.1 12 4.4 3.95 3.65

25 4.5 2.5 7.6 42 0.004 2.1 0.6 12.2 9 7 5 4.6 4.45 4.15

26 6.6 3.7 14.8 0 0.01 3.1 0.6 13 9 8 6 6.8 10.4 10.85

27 7.5 5.1 11.1 38 0.01 1.3 0.6 8.6 6.5 5 5.43 6.4 6.35 6.58

28 12.7 7.7 13 0 0.003 1.5 0.6 17 14 9.6 6 9.2 14.6 13.6

29 5.3 2.9 11 43 0.02 0.4 0.6 6.6 5 9.4 6 3.3 4.75 4.91

30 10.5 5.8 11 15 0.01 0.4 0.6 18.7 13.5 13.65 19.6 6.2 10.85 11.43

31 10.6 6 15 0 0.01 1.5 0.6 14.1 10 13.2 5.7 7.5 13.9 14.53

32 10.8 6 8.7 25 0.0091 0.9 0.6 18.4 13 10.1 6.5 6.9 8.7 8.14

33 12 6 11.3 7 0.0167 0.9 0.75 18.5 12 9.6 6.5 6.9 10.1 9.09

34 5.4 3 7.3 0 0.01 0.8 0.6 19 11 6 8 3.8 5.85 5.59

35 10.08 5.78 13 40 0.0346 1.42 0.75 12.1 9 10 10 7.2 8.45 8.74

36 8.02 4.71 13 59 0.0033 1.33 0.6 10 7.5 8 5.5 6.04 6.2 6.43

37 8.02 4.71 13 59 0.0033 1.33 0.6 10 7.5 8 5.5 6.04 6.2 6.43

38 4.21 2.34 4.7 14 0.01 4.05 0.6 15 7 7 5.5 6.39 4.65 4.35

39 9.1 5.5 14 22 0.01 3.1 0.6 10 7 19.52 10.03 8.6 8.25 7.69

40 16.9 9.9 15.1 44.5 0.005 3.2 0.75 20 13 8 14.5 13.1 15.5 16.2

41 18.1 10.3 15.4 0 0.025 3.2 0.75 35 15 10.6 5.6 13.5 27.3 28.51
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付録B 斜面部波力と直立部波力の案分方法 

 

表－3より， 

Bx =Pxm ／Pxk＝ 0.60     (B.1) 

By =Pym ／Pyk＝ 0.96     (B.2) 

Vx =Pxs ／Pxm＝ 0.33     (B.3) 

Vy =Pys ／Pym＝ 0.12     (B.4) 

 

ここで，B は平均値の偏り，P は消波ブロック被覆上部

斜面堤の波力算定式推定精度，添え字x，yはそれぞれ斜

面部，直立部を，また，添え字m，k，s はそれぞれ平均

値，特性値，標準偏差を表す． 

 

式(B.1)，(B.2) および斜面部と直立部の波力の比0.27を

用いると，波圧作用面全体（斜面部＋直立部）に関する

波力算定式推定精度の平均値Pm，特性値Pk は以下のよう

に求められる． 

  Pm = Pxm ＋Pym 

          = 0.60Pxk＋0.96Pyk 

          = 0.60Pxk＋0.96×(1/ 0.27) Pxk 

          = 4.16Pxk 

  Pk = Pxk ＋Pyk 

          = Pxk＋(1/ 0.27) Pxk 

          = 4.70Pxk 

 

 よって，波圧作用面全体（斜面部＋直立部）に関する

波力算定式推定精度の平均値の偏りBx+yは以下のように

求められる． 

  Bx+y = Pm ／Pk 

            = 4.16Pxk ／4.70Pxk 

          = 0.89 

 

また，式(B.3)，(B.4) より， 

Pxs = 0.33×Pxm 

     = 0.33×0.60×Pxk 

Pys = 0.12×Pym 

= 0.12×0.96×Pyk 

             = 0.12×0.96×(1/ 0.27) Pxk 

 

 波圧作用面全体（斜面部＋直立部）に関する波力算定

式推定精度の標準偏差をPsとすると， 

( ) ( )220.33 0.60 0.12 0.96 0.27s xk ykP P P= × × + × ×  

0.47 xkP=  

 

よって，波圧作用面全体（斜面部＋直立部）に関する

波力算定式推定精度の変動係数Vx+y は以下のように求め

られる． 

 

  Vx+y = Ps ／Pm 

            = 0.47Pxk ／4.16Pxk 

          = 0.11 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 




